ＴＰＰと知的財産
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環太平洋パートナーシップ協定（TPP）が長年に及ぶ議論の末、昨年10月ようやく大筋合意に達しました。TPPは経済的・政治的に大きな恩恵をもたらし、交渉12ヵ国の人口約8億人、国内総生産（GDP）の合計が3100兆円（世界の約4割）に及ぶ自由貿易圏が誕生すると報じられています。

この交渉では、31の分野で議論がなされ、我が国では特に農業分野が大きく取り上げられましたが、知的財産も重要な争点の一つでした。
その中でも、バイオ医薬品データの保護期間および著作権の保護期間の問題が最後まで難航しました。

前者では、米国と豪州が対立し、両国の交渉がギリギリまでもつれました。保護期間が長くなれば新薬メーカーは開発に用いた試験データを長く独占でき、ジェネリック医薬品（後発薬）との競争を遅らせることができます。米国は、新薬メーカーが開発資金を回収して十分な利益を上げるには長期の保護期間が必要だと訴え、一方、豪州や新興国は、安価な後発薬が医療費抑制につながるとして、なるべく短い保護期間で後発薬の普及を図りたいとの狙いがあった為です。本件では、結果的に８年の保護期間が合意されました。
また、後者に関しては、日本やカナダなど７カ国が現行の保護期間を50年としている一方で、米国や豪州など現行70年としている国々が保護期間の延長を強く求め、70年とすることで合意されました。日本はアニメ等の“クールジャパン”の普及を進めており追い風と捉えることができます。また、著作権ではその侵害に関し非親告罪が導入されることになりました。このことにより海賊版などによる著作権侵害に対し、著作者の被害届出なしで捜査当局が独自に取締を行うことができるようになります。
その他、締約国の知的財産の保護強化の為に、例えば特許では、特許期間延長制度（出願の権利化までに生じた不合理な遅滞につき特許期間の延長を認める制度）の導入や新規性喪失の例外規定（公表日から12月以内にその者が出願した発明は新規性等が否定されないとの規定）の導入を義務付けています。また、商標では、商標権の取得の円滑化の為に、国際的な商標の一括出願を規定した標章の国際登録を定めるマドリッド協定議定書の締結を義務付け、また、商標の不正使用について法定損害賠償制度等を設けることが合意されました。
少なくとも知的財産に関しては、各締約国の知財制度の深化とハーモナイゼーションの推進が期待され、知的財産立国を目指す我が国にとって画期的な協定と考えます。

　ＴＰＰの大筋合意を受け、これから各国は議会での承認プロセスに入り、2年以内に全加盟国が国内手続きを終了することが想定されています。
我が国では、特許保護期間の20年を確保し、商標が不正使用された際の新たな賠償制度を取り入れるべく特許法等を改正するとの政府方針が既に出されるなど締結に向け準備が進められています。一方、米国では、次期大統領選も絡み議会での批准は難航必至といわれています。
2008年の米国の参加表明以来、7年を超える歳月を要した合意が果たして現実に発効するかどうか、当分目が離せないというところです。
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